
１　中国四国管内の市町村における教育ファームの取組状況

　　中国四国管内の市町村のうち、「市町村内に教育ファームの取組を行っている主体がある」
　と答えた市町村は、平成２２年度は８５．１％（１７２市町村）と８割以上を占め、平成１９年度の
　６３．０％（１３１市町村）と比べて増加している。　

２　教育ファームの取組主体（複数回答）

　　平成２２年度調査の１で、「市町村内に教育ファームの取組を行っている主体がある」と回答し
　た１７２市町村に対し、取組主体を尋ねたところ、最も多かったのは「教育機関等」の１２７市町村
　で、平成１９年度より２８市町村の増加となっている。
　　次いで、「農林漁業者等」が６６市町村、「市町村（教育委員会を含む）」が４８市町村、「その他
　の民間団体等」が３１市町村となっている。

（市町村）

　　　　　 平成１９～２２年度

図２　「教育ファーム」の取組を行っている主体別の市町村数（複数回答）

図１　教育ファームの取組を行っている主体がある市町村数

農林漁業体験学習の取組（教育ファーム）実態調査結果
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３　教育ファーム推進のために現在取り組んでいるもの（複数回答）

　　平成２２年度調査で、教育ファーム推進のために市町村が現在取り組んでいるものとして、
　「取組に対する財政的な支援」の４８市町村が最も多くなっている。
　　現在取り組んでいるものがある市町村数の合計数は、平成２２年度は１５２市町村で、平成
   １９年度の１１８市町村と比べて増加している。

（市町村）

４　教育ファーム推進のために今後新たに取り組みたいもの（複数回答）
 
　　平成２２年度調査で、教育ファーム推進のために市町村が今後新たに取り組みたいものとして
　は、「参加したい者や開設したい者等に対する相談窓口の設置」が１２市町村、「受入農家や組
　織の紹介（ホームページ等）」が１２市町村、「協議会等の団体立上げ」が６市町村、「取組に対
　する財政的な支援」が６市町村となっている。

（市町村）

図３　教育ファーム推進のために現在取り組んで
　　　 　　　　 　　　　いるものがある市町村数（複数回答）

図４　教育ファーム推進のために今後新たに取り
　　　　　　　　　　　  組みたいものがある市町村数（複数回答）
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